
○受刑者の各種指導に関する訓令の運用について（依命通達）

平成１８年５月２３日矯成第３３４９号

矯正管区長、行刑施設の長あて

改正 平成１９年５月３０日矯総第３３６２号

平成２９年３月２９日矯成第９ ７ ７号

令和 ５年９月１４日矯成第１６２４号

令和 ５年１１月２４日矯成第２０４０号

標記について、下記のとおり定め、受刑者の各種指導に関する訓令（平成１８年法務省

矯成訓第３３４８号大臣訓令。以下「訓令」という。）の施行の日から実施することとし

たので、遺漏のないよう配意願います。

なお、昭和７年９月１日司法省行甲第１３８１号行刑局長通牒「受刑者ノ教誨ニ関スル

件」及び昭和３０年４月７日付け法務省矯正甲第４７５号当職通牒「小学校又は中学校の

分校配置について」は、廃止します。

記

１ 一般改善指導について（訓令第４条関係）

(１) 総合計画表

訓令第４条第２項に規定する計画表は、毎年度、別紙様式により作成するものとす

ること。

(２) 一般改善指導には、単なる生活上の注意等は含まないこと。

(３) 訓令第５条第１項に規定する事情以外の事情について、必要に応じ、その事情の改

善を図る指導（例えば、酒害教育や窃盗防止教育等）を実施する場合には、一般改善

指導として実施すること。

２ 実践プログラムの作成について（訓令第６条関係）

(１) 指導計画

指導計画の内容は、指導目標の達成に向けて、系統的かつ段階的に構成するよう留

意すること。

(２) 指導案

指導案の内容は、指導方法及び使用する教材等について、具体的かつ詳細に記載す

るよう留意すること。

３ 標準プログラムについて（訓令第７条関係）

標準プログラムについては、平成１８年５月２３日付け法務省矯成第３３５０号当職

依命通達「改善指導の標準プログラムについて」に定めるところによること。

４ 改善指導の記録について（訓令第９条関係）

改善指導の記録は、受刑者ごとに、受刑者の処遇調査等に関する訓令（平成１８年

法務省矯成訓第３３０８号大臣訓令）第１１条に規定する処遇調査票により行うほか、

適宜の方法により行うこと。ただし、指導の内容又は方法等に照らし相当と認めるとき

は、受刑者ごとの記録は省略して差し支えないこと。

５ 改善指導の評価について（訓令第１０条関係）



(１) 評価の方法

改善指導の成績及び受講態度の評価（以下「評価」という。）は、当該指導の実施

担当者（これにより難い場合は、指導の内容に応じて刑事施設の長がその職員のうち

から指名する者）が評定した後、刑事施設の長が評価担当者の監督者のうちから指名

する調整者が確認し、必要に応じて調整すること。

(２) 毎月の評価区分

訓令第１０条第１項に規定する評価の区分は、次のとおりとすること。

ア a 指導の成績及び受講態度が良好である。

イ b 指導の成績及び受講態度が普通である。

ウ c 指導の成績及び受講態度が不良である。

(３) 指導終了時の評価区分

訓令第１０条第２項に規定する評価の区分は、次のとおりとすること。

ア Ａ 指導の成績及び受講態度が特に良好である。

イ Ｂ 指導の成績及び受講態度が良好である。

ウ Ｃ 指導の成績及び受講態度が普通である。

エ Ｄ 指導の成績及び受講態度がやや不良である。

オ Ｅ 指導の成績及び受講態度が不良である。

(４) 評価票

評価の結果は、平成１８年５月２３日付け法務省矯成第３３１１号当職依命通達「受

刑者の処遇要領に関する訓令の運用について」に定める評価票に記載すること。

(５) 評価の結果の説明

評価の結果は、必要に応じ、受刑者に対してこれを説明し、適切な指導を行って、

受刑者に自己の改善の程度を理解させ、改善指導に対する動機付けを高めるよう配慮

すること。

(６) 評価の結果の活用

評価の結果は、改善指導の内容及び方法の妥当性を検証するための資料として活用

すること。

６ 補習教科指導について（訓令第１２条関係）

(１) 補習教科指導は、社会生活上必要な程度の読み書き、計算、社会生活に関する知識

等の習得を重視して行うこと。

(２) 訓令第１２条第３項に規定する補習教科指導については、当面、松本少年刑務所に

おいて行うこと。

(３) 補習教科指導を終了した受刑者が、就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規

則（昭和４１年文部省令第３６号）に基づく認定試験の受験を希望する場合において、

相当と認めるときは、関係機関との調整等を行い、できる限り受験の機会を与えるよ

う配慮すること。

７ 特別教科指導について（訓令第１３条関係）

(１) 特別教科指導には、高等学校以上で行うものに相当すると認められる簿記や英語な

どの特定の科目の指導も含まれること。

(２) 通信による高等学校教育は、当面、盛岡少年刑務所及び松本少年刑務所において行



うこと。

(３) 特別教科指導を終了した者が、高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科

学省令第１号）に基づく認定試験の受験を希望する場合において、相当と認めるとき

は、関係機関との調整等を行い、できる限り受験の機会を与えるよう配慮すること。

８ 教科指導の実践プログラムの作成等について

教科指導の実践プログラムの作成、指導の記録及び評価については、上記２、４及び

５の例によること。

９ 指導の実施体制等について

⑴ 各課・各部門が連携した実施体制の構築

各種指導の実施に当たっては、各種指導を所管する部署の職員に限らず、民間協力

者を含めその内容等に応じて適任者を指導者として選定するとともに、受刑者の処遇

に関する知見を含め、心理、教育、福祉等の専門性を十分に生かすことができるよう、

必要に応じて刑務官と作業、調査、教育、福祉の各専門官等で構成するチームを編成

するなど、各課・各部門が一体となり効果的に実施できる体制を構築すること。

(2) 社会との連携

各種指導の実施に当たっては、警察、暴力追放運動推進センター等の関係機関、薬

物依存からの回復を目指す自助グループ、被害者支援団体等の民間団体、民間篤志家

その他の者との連携について、十分留意すること。

１０ 指導を実施する日及び時間について

各種指導を実施する日及び時間については、規則第４６条及び規則第４７条の規定

によるほか、必要に応じ、規則第１９条第２項第４号の規定により専ら作業以外のも

のを行う日として定める日を活用するなどして、十分な指導時間の確保に配慮するこ

と。



別紙様式

事項 種類 内容 対象者 指導者
受講人員

（1単元当たり
の受講人員）

指導方法
指導時間

（1単元当たり
の実施時間）

指導期間 備考

・

・

・

イ　被害者心情理解指導

・

・

・

ウ　行動適正化指導

・

・

・

エ　自己啓発指導

・

・

・

オ　自己改善目標達成指導

・

・

・

カ　体育

・

・

・

キ　行事

・

・

・

ク　社会復帰準備指導

・

・

・

ケ　対人関係円滑化指導

・

・

・

注） １「内容」欄については、訓令の別表１を参考に記載すること。

２「対象者」欄及び「受講人員」欄については、特に対象者を定めずに実施する場合には、「適宜」等と記載すること。

３「指導方法」欄については、「講義」、「討議」、「ＶＴＲ視聴」、「個別面接」等と記載すること。

４「指導期間」欄については、特に期間を定めずに実施する場合には、「随時」あるいは「通年」等と記載すること。
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